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廃棄物の発生源となる包装材の減量を推進するた

め、環境保護署（以下、環保署）は2023年2月16日

に「インターネットショッピングにおける包装材の使

用制限の対象及び実施方式」を公布し、ネットショッ

ピング包装材に対する規制を明確に制定していま

す。例えば、ポリ塩化ビニル（PVC）を含む物品の使

用禁止、紙類とプラスチック類の包装箱 (袋) は一

定比率の再生紙及び再生材料を含まなければなら

ないと規定しています。また、中規模・大規模業者※

に対して商品包装の重量比を規定し、さらに大規模

業者に対しては包装材の重量平均削減率又は循環

利用箱(袋)使用率の達成等を要求しています。以上

の減量化の成果は毎年3月31日までに会計士から

保証報告書の発行を受ける必要があるとされてい

ます。新しい法令は2023年7月1日から施行される

予定ですが、現時点では個人の売主は規制対象外

とされています。

環保署より公布された「インターネットショッピングに

おける包装材の使用制限の対象及び実施方式」に

よると、経済部の統計では、台湾の小売業者のイン

ターネット売上高は年々増加しており、2017年の約

NT$2,283億から2021年のNT$4,303億まで成長して

います。

電子商取引産業の営業収益がほぼ倍に成長してい

ると同時に、膨大な包装材の廃棄物も発生し、環境

汚染やエネルギーの減耗、さらに温室効果ガスの

排出を引起こし、これらは環境の負担となっていま

す。

1. インターネットショッピングにおける包装材の使

用制限の対象及び実施方式

 制限対象はインターネット小売業で、個人の

売主は現時点では規制対象外とされている。

 発効日：2023年7月1日

2. 大規模業者の包装減量化の成果は会計士によ

る限定的保証報告書の発行が必要

 包装材の重量平均削減率又は循環利用箱

(袋)使用率の達成等を要求し、且つその減量

化成果は毎年3月31日までに会計士による保

証報告書の発行が必要。

2023年7月1日 包装減量化に関する新法令の施行開始
ネットショップ業者は包装材の減量及び会計士による認証等に関する新法令に注意が必要

中規模業者：資本金総額、払込資本額又は中華民

国国内における運営資金がNT$5,000万以上に達す

る、或いは自社所有の店頭受取拠点が300か所以上

に達するインターネット小売業者。

大規模業者：資本金総額、払込資本額又は中華民

国国内における運営資金がNT$1億5,000万以上に

達する、或いは自社所有の店頭受取拠点が500か所

以上に達するインターネット小売業者。
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ネットショッピング包装材の新法令は包装材質、商

品包装の重量比及び包装減量化の三大目標を掲

げています。まず、包装材質については、ポリ塩化

ビニル(PVC)材質を含む物品の使用を禁止し、紙類

包装箱(袋)の再生紙の混合比率を90%以上、プラス

チック類包装箱(袋)及び緩衝材の再生材料の配合

率は25%以上に達しなければならないとされていま

す。

次に、中規模・大規模業者は、商品包装の重量比

について、商品総重量が250グラム以上１キロ未満

の場合は40%を、 1キロ以上3キロ未満の場合は30%

を、3キロ以上の場合は15%を下回る必要があります。

最後に、大規模業者は、包装の減量化について、

包装材の重量平均削減率又は循環利用箱(袋)使用

率の規定について何れか一つを選択し、取り扱う必

要があります。また、その減量化成果は毎年3月31

日までに会計士から保証報告書の発行を受ける必

要があります。包装材の重量平均削減率の目標は

少なくとも、2024年は25%、2025年は30%、2026年は

35%を達成する必要があります。循環利用箱(袋)使

用率の目標は少なくとも、2024年は2%、2025年は

8.5%、2026年は15%を達成する必要があります。

包装材の重量平均削減率又は循環利用箱(袋)使用

率が年度目標に達していない場合、中央主務機関

に推進計画を提出する必要があります。また、推進

計画の実施終了後6ヵ月以内にその実施結果を中

央主務機関に提出し、且つ会計士による保証報告

書の発行を受ける必要があります。

紙類包装材に再生紙の90%の混合が必要

ポリ塩化ビニル(PVC)材質の使用禁止

プラスチック類包装材に再生材料の25%
の配合が必要

ネットショッピング包装材新法令
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インターネット小売業における
中規模業者及び大規模業者

商品包装の重量比の必要要件

包装箱 (袋) 内の
商品総重量

包装重量比

250g ~ 1 kg < 40%

1 kg ~3 kg < 30%

> 3 kg < 15%
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ネットショッピング包装材法令が2023年7月1日から

施行された後、事業業者はPVC材質を含む包装材

を使用した場合、NT$1,200以上NT$6,000以下の罰

金が科されます。また、商品包装の重量比及び包

装減量化が規定を満たさない場合、NT$3万以上

NT$15万以下の罰金が科されます。所定期限まで

に改善していない場合、連日処罰されます。また、

事情が重大である場合、1ヶ月以上、1年以下の労

働停止又は営業停止処分が下され、必要に応じて、

休業処分が下される可能性があります。

 事業者がPVC材質を含む包装材を使用した場

合、廃棄物処理法第51条第3項の規定に基づ

き処罰を下す。

 事業者の商品包装重量比及び包装減量化が

規定に該当しない場合、資源回収再利用法第

26条第1項第2号の規定に基づき処罰を下す。

KPMG安侯建業の会計士黃郁婷は以下の事項の留

意を呼びかけています。消費者から通報され、対応

が間に合わず、違反による処罰を避けるため、イン

ターネット小売業者は法令の施行日に注意し、早め

に準備する必要があると考えられます。また、緩衝

材（例：シュリンクフィルム）、テープ類（例：シーリン

グテープ）によく使用されているポリ塩化ビニル

（PVC）の使用を避けるようご留意ください。紙類の

包装箱については、その仕入伝票に再生紙の混合

比率を明記する必要があります。プラスチック包装

箱については、そのサプライヤー工場から再生材料

の配合比率及び第三者検証情報の提供が必要に

なります。最後に、包装材の減量化及び推進計画

実施の成果について、事業者は速やかに証拠資料

を準備し、かつ証憑記録の正確性を確保し、会計士

の保証に対応する必要があると考えられます。
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インターネット小売業における
大規模業者

包装材の重量平均削減率又は循環利用

箱(袋)使用率の規定の何れかの一つを

選択し取り扱う

包装材の重量平均削減率

1. 2024年12月31日までに 25%

2. 2025年12月31日までに 30%

3. 2026年12月31日までに 35%

循環利用箱(袋)使用率

1. 2024年12月31日までに 2%

2. 2025年12月31日までに 8.5%

3. 2026年12月31日までに 15%

又は
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